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慶應義塾大学経済学部                                           ２００７年度

     地球環境問題―地球温暖化を中心に 

第２０回 地球温暖化（その９ 費用便益分析とStern Review） 

                                                             山 口 光 恒        

１、地球温暖化対策の究極目標（詳細は次回講義） 

気候変動枠組み条約第２条 
「……気候系 に対して危険な人為的干渉（Dangerous Anthropogenic Interference, DAI）を
及ぼすこととならない水準において大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極
的な目的とする」 
 
「そのような水準は、生態系が気候変動に 自然に適応し、食糧の生産が脅かされず、かつ、
経済開発が持続可能な態様で進行することができるような期間内に達成されるべきである」 

危険でない濃度に関する国際的合意なし 

 

２、意志決定のツールとしての費用便益分析 

http://premium.nikkeibp.co.jp/em/column/index.shtml#yamaguchi参照 

  費用便益分析と費用効果分析の相違 
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３、温暖化問題への応用１ W. D. Nordhaus 「地球温暖化の経済学」1994年 

  費用便益分析の代表的文献 

  DICE Model (Dynamic Integrated model of Climate and the Economy) 

    目的関数（人々の生活水準の向上）、経済関係式、地球物理関係式からなる 

  目的関数 C：一人あたり効用、L：人口、ρ：時間選好割引率 
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  基本的考え方：ラムゼー（最適成長）モデル 
   無限の時間軸の中で現在消費をするかあるいはその一部を投資（貯蓄）することで将来の消費に回すかとい

う選択肢を設定した上で、現在から将来にわたる全ての時点の消費効用の現在価値を最大化するように全て

が決まるモデル。Nordhausでは投資の代わりにGHG削減投資を用い、これによる将来の消費の悪化（環境損

害）を防ぐ仕組み 

 

  DICEモデルの構成式 

 

 
鍵となる式 

• 気候感度 
  Schneider & Thompson modelなど３つの気候モデルから濃度倍増時の気温上昇 

（T2×CO2）は約３℃と推定(λ=1.41) 
• 経済的損害 

  アメリカでの農業、エネルギー、沿岸活動、その他部門への損害予想を基に濃度 

倍増時の損害額はGDPの1.33%と想定、  
• GHG削減コスト 

  削減率の関数 50%削減費用はGDPの1% 
• BAU排出量の予想 

  エネルギー効率改善（1929年以来年率1%） 
・ 割引率３％ 

温暖化問題での割引率の重要性 

温暖化問題は超長期、従ってこの全期間につきどのように消費と排出削減投資を割り振っていけば、その時々

の消費効用の現在価値の総計を最大化することが出来るかの観点から「最適」な削減水準を割り出す。 

割引率（純時間選好割引率）という概念が必要、DICEは３％、但しClineのように０％を主張する学者もいる。 

例、現在のCO2排出量を追加的に１単位削減する費用が１万円、これにより100年後に10万円の追加的損害を

防ぐことが可能。割引率が３％なら100年後の10万円の便益の割引現在価値はたったの5,000円、１％なら約3

7,000円、0.1%なら約90,000円、従って割引率３％なら費用＞便益で対策見合わせとなるが、１％（及び0.1%）

目的関数

生産量

排出量

濃度

放射強制力

気温上昇 

損害

削減コスト
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なら便益が大幅に費用を上回り対策実施。 

 

14

計算結果 ４つのシナリオ

• 排出量一定：排出量を1990年レベルで安定化

• 最適： 温暖化による損害や削減コストを考慮の上、

消費の現在価 値を最大化
• 気温一定： 1990年以降の気温上昇を1.5℃以内に抑える

• 20%削減： 1990年対比排出量を20%削減

GHG抑制率 炭素税率

気温一定
20%削減

排出量一定

最適

気温一定

20%削減

排出量一定

最適

 
 
  モデルの制約 

• 損害関数（特に途上国、生態系などはデータ不足） 
• 不可逆且つ破壊的な気候変動の可能性 

    熱塩循環停止、グリーンランド・西部南極大陸氷床崩壊 
    d=0.027(T/2.5)12 とすると、3.5℃上昇で60%GDPロス 
    ５℃上昇だと111% （大恐慌、戦争、共産主義の損害は？） 

• 技術開発、冷却効果（エアロゾル）非考慮 
• 割引率 ３％の妥当性 現実への適合性と道徳 
• 各種不確実性 

 

４、温暖化問題への応用２ RICEモデル Nordhaus/Boyer 2000 

16

Regional Dynamic Integrated model of Climate 
and the Economy (RICE), Nordhaus/Boyer 2000

DICEモデルとの主たる相違点

気温上昇の低下は炭素集約度の低下（化石燃料枯渇）とエアロゾルの冷却効果を考慮したもの

エネルギー起源CO2 成長率低下・脱炭素化
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    DICEとの相違（環境損害面） 
• 地域ごとの計算（DICEはアメリカからの推測） 
• 非市場損害及び大規模損害により重点 

    農業以外では市場価値の損害は限られている 
    アンケート結果を参考に 

• WTP（Willingness To Pay）により非市場価値損害を計算 
    地域ごとの非市場損害額はこれ以外に得られそうにない 

• 時間割引率  
    ３％、ただし低減（2100年に2.3%、2200年に1.8%） 

 

  地域別影響 

18

地域別項目別影響度合い（GDP比）

Nordhaus/Boyer 2000, p. 91

大規模損害発生確率は1.2％（2.5℃）、6.8％（6℃）、インドはモンスーン・健康、欧州は寒冷化
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地域別気温別損害率 

19
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Nordhaus/Boyer 2000, p. 96
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Financial Times, April 17, 2007  
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最適政策の下での地域別削減率と共通だが差異のある責任 

 

32

最適政策での地域別削減割合

Nordhaus/Boyer 2000

先進国

途上国

 

 

 

  政策別費用便益分析 

20

政策別費用便益比率

Bordhaus/Boyer 2000, p. 130
最適政策の下での気温上昇 2.34℃(2100年)、3.65℃(2200年)
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  政策による相違 

21

政策別炭素税及び排出抑制率

1990年排出量

で安定化

2.5℃以下
濃度2倍

最適

Nordhua/Boyer 2000，p.１３2, 135

炭素税率 排出抑制率

最適

濃度2倍
2.5℃以下

1990年排出量

で安定化

 

 

５、温暖化への応用３ DICE2007モデル http://nordhaus.econ.yale.edu/ 

  後述のStern Review批判 

  割引率を1.5%に、大規模損害の見直しによる損害の上方修正など 
DICE 2007 モデルによる政策評価（費用便益分析）単位１兆ドル 

政策 削減費用 環境便益 便益／費用(%) 
BAU 0 0  
最適政策 －2.17 5.24 2.4 
工業化以前対比濃度２倍での安定化 －3.91 6.58 1.7 
1990 年対比気温上昇幅 2℃以内 －11.26 9.46 0.8 
 スターンレビュー －24.50 12.19 0.5 

DICE2007 p.153 の表Ⅴ-3 から抜粋 

  政策別結果比較 

 

 

 

 

 

 

 

政策別削減率

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2005 2015 2025 2035 2045 2055 2065 2075 2085 2095 2105

削

減

率

ｽﾀｰﾝﾚﾋﾞｭｰ

気温2℃以内 濃度2倍以内

最適

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ

政策別エネルギー起源　炭素排出量

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

2005 2015 2025 2035 2045 2055 2065 2075 2085 2095 2105

炭
素

排

出
G

t

C

ｽﾀｰﾝﾚﾋﾞｭｰ

気温2℃以内

濃度2倍以内

最適

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ



第２０回 費用便益分析とStern Review 

 8

 

６、Stern Review 2006年10月刊行 

  内容 

25

Stern Review（１） Oct. 2006

• Act now! 対策の便益＞対策のコスト

• 450-550ppmCO2e以内での濃度安定化を目指す
現状は430ppmCO2e、BAUはA2シナリオ（次葉）

目標を先に決めているので最適点を目指してはいない

• 550ppmCO2e安定化の場合
2050年に現在に比べ25%削減、GDP原単位は1/4（経済は3-4倍）

• 損害額（BAUの場合) 2200年以降も含む

市場損害5.0%（大規模災害考慮）、非市場損害(人命等)考慮で14.4%、
南北間のWelfare weight考慮で約20%、（世代間）割引率0.1%を使用

• 削減コスト

500-550ppmCO2e安定化の場合2050年までは GDPの１％、

450ppmCO2eは非現実的

 

  批判 

１）疑似費用便益分析 

２）損害と削減コストは別のシナリオ 

 

  ３）過大な損害見積もり 

 

2060 2100 2200 2200 (割引後）
2 )

市場損害のみ 0.2% 0 .9% 5 .3% 5 .0% 1 .4%
（一般損害） （ 2.2% ） ( 2 .1% )

（大規模損害） （ 3.1% ） ( 2 .9% )

非市場損害込み
（High  C l imateシナリオ）

途上国の重み付け 20%
考慮

気温上昇 7.4～8.6℃

2200 (割引後）
1 )

4 .2%

Stern　Rev i ewの内訳　１）時間選好割引率　0.1％　2）同　1.5％　　

2.9% 13 .8% 14 .4%

（上記の約25％UP)
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４）割引率 0.1% （1.5%にしただけで損害は３割になる） 

５）損害を超長期でとる 

28

Stern Review（4）200年間の意味
損害は急増する

Stern Review p.180

化石燃料枯渇は？

 

 

７、費用便益分析の限界 C. Azar 

  環境損害の金銭評価が極めて困難 

  不連続且つ大規模な損害のモデルへの組み込みが難しい 

  衡平性 カルドア・ヒックスの仮説補償原理 

  割引率についての合意がない 

 

８、費用便益分析は不要か 


